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貸金業務取扱主任者試験（サンプル） 

第１編 貸金業法および関係法令に関すること 

１．貸金業法の目的 

１．貸金業を営む者の業務の適正な運営の確保及び資金需要者等の利益の保護 

２．国民経済の適切な運営 

 

上記２を実現するために．．．次の４つを実施 

A：貸金業を営む者について登録制度の実施 

B：貸金業に対し必要な規制を行う 

C：貸金業者の組織する団体の認可制度を設け、その適正な活動を促進し、貸金業を営む者の業務の適正な運営 

を確保する 

D：指定信用情報機関制度を設ける 

 

＊指定信用情報機関制度とは．．． 

個人向け貸付けの総量規制実施の前提として、指定信用情報機関制度が導入されます。すなわち、信用情報の適切

な管理などの条件を満たす信用情報機関を内閣総理大臣が指定する制度を導入し、貸金業者が借り手の総借入残高

を把握できる仕組みが整備されます。また指定信用情報機関が複数存在する場合、指定信用情報機関相互に残高情

報等の交流（個人信用情報の交流）が義務付けられます。 

 

２．貸金業法における「貸付け」とは？ 

１．金銭の貸付け 

２．金銭貸借の媒介 

３．手形の割引、売渡担保その他これに類似する方法によってする金銭の交付 

４．３の方法によってする金銭の授受の媒介 

 

３．貸金業の「業」とは？ 

「業」とは、反復、継続して、事業を遂行することであり、営利目的であるか否かを問わない 

＊儲けが無くても業であり、また、１度だけの取引できでも反復．継続する意思が介在していれば「業」。 

 

４．【超重要】 次の者は、貸金業法にいう「貸金業」ではない→登録不要．業務上の規制無し 

１．国、地方公共団体が行うもの 

２．貸付けを業として行うにつき他の法律の特別の規定がある者 

（銀行、信金、信組、農協、保険、労金、公庫等の金融機関）が行うもの 

３．物品の売買．運送．保管又は売買の媒介を業とする者がその取引に付随して行うもの 

４．事業者が従業員に対して行うもの（例えば社内貸付け） 

５．政令で定める者が行うもの 

 

 

 

 

 


